
最近のスペイン情勢と日本

於いて、日西経済友好会

１２．０３．２２．

1． スペインの国力・重要度　(資料２～４頁参照)
※ 　　経済規模、GDP：１兆４１００億ドル（２０１０年、世界第１２位）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２００７年、世界第８位）

　　　　　１人当たりGDP:　３０，６３９ドル（２０１０年、世界第２７位）

　　　　　　　　　　　　　　　　（日本：４２，８２０ドル、世界第１６位）

※ 　商品貿易：　　輸出、世界第１８位、輸入、世界第１４位

　サービス貿易：輸出、世界第８位、　輸入、世界第１４位　　（２０１０年）

※ 　世界レベルで活躍する企業多数あり（金融、エネルギー、インフラ、通信）。

※ 　EU内で第５の大国。

※ 　スペイン語等を通じたラ米諸国との関係、プレスや文化的影響力。

※ 　国外派兵（アフガニスタン（ＩＳＡＦ：１，５６１名）、レバノン（ＵＮＩＦＩＬ：

海軍機械化歩兵大隊等：１，０５０名）、ソマリア（ＥＵＴＭ：１３名）、ＢＨ（ＥＵＦＯＲ

Altea：２０名）、アタランタ作戦（２６１名、艦船２隻、哨戒機１機）、

※ 　軍需産業（航空機、艦船、宇宙）の存在（三菱重工等と同規模の企業等あり）

※ 　ODAの増大（額で、２０１１年世界第７位、日本は、第５位）

２．スペインの外交政策

（１）地域別優先順位　

PSOE（サパテロ政権）とPP（ラホイ政権）で、基本はそれほど異ならない。

ただし、ラホイ政権は前政権よりは、対米及びＮＡＴO重視の姿勢（ＰＰ政権の

ときにＮＡＴＯ軍事機構に参加）並びにスペイン経済成長のための外交の活用姿勢

が顕著。また、個別政策では、対キューバ、ジブラルタル等で異なる。

　　　（サパテロ政権）

1 EU（欧州）（なお、ロシアはエネルギー輸入以外遠い存在）

2ラ米

3 米国・北米（←安全保障は、NATO基軸）

4 北アフリカ・中東（←地中海）

5その他（アフリカ、アジア）

（ＰＰ政権）ラホイ政権がこれまで明らかにした包括的な外交政策は、２月２２日のガルシ

ア・マルガージョ外相による対議会説明のみ。これによれば、次の通り。

1 ＥＵ（欧州）（アスナール政権のときにユーロに第１陣として参加。）

2 アメリカ大陸（米国及びラ米）

3 地中海（北アフリカ及び中東・湾岸）

（以上、５世紀にわたるスペイン外交の３基軸と説明。次いで、現下の国際社会の構造
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は変革しており、これを規定する主たる要素として、①グローバル化、②多極化、③国際

マルチ機構の機能不全を列挙した上、グローバル化により世界経済の重心は、アジア・

太平洋（新興国）に移行しているので、新たな重点として、これに対応する必要がある

旨指摘。）

4 アジア・太平洋（ただし、経済利益の追求が中心で、この観点から、新興国、特に、中国、

インド、ＡＳＥＡＮ等に言及するも、対日政策の言及は全くなし。）

5 （グローバル化によりもたらされた貧困に対処する必要があるとの観点から）サハラ

以南のアフリカ。

（２）国力（経済規模、歴史、伝統、文化）に相応しい国際的地位・影響力の追求

GNP：２００８年、第８位 (１９８７～２００９年：第８～第１０位)
２０１０年、第１２位（１９８６年以降で一番低い）

※　G20への恒常的参加の重視

※　国外派兵、ODAの増大

※　対イラク政策をめぐる米国との軋轢（サパテロ政権）

（３）経済成長・雇用創出に資する外交（最近の経済危機、特にラホイ政権）

　　　　この観点からは、新興国、アジア（特に、中国）の重要性増加

⇒　日本の位置付けは、曖昧に（日米欧３極？）

３．スペイン経済の成長と国力の伸長は、EU・ユーロ加入の賜物（空前絶後の裨益）

(資料５～７頁参照)
⇒　外交においてEU結束・深化が最優先事項、

◎１９８６年のEU加入後、２０１０年までにGDPは、６倍以上、１人当たりGDPも

約３倍増。

（１）貿易拡大：西の輸出の７１％、輸入の６０％が対ＥＵ。

（２）対内直接投資の拡大：９０％がＥＵ諸国からのもの。

（３）ＥＵ各種基金からの受取額は、対ＥＵ拠出額を上回る。

　２５年間の純受取額は、計１，０２２億ユーロ。年４１億ユーロ

（１９８７年以降毎年ＧＤＰの０．８％に相当）

２０００年代には、年３０万人の雇用を創出。

（４）主要インフラは、欧州投資銀行等からの資金で整備

（例、自動車道路の４０％）

（５）独、英等からの居住者等の増大　⇒南スペイン等の不動産好況

（６）EU諸国等からの観光客の増大

４．ユーロ経済危機とスペインの経済改革　(資料８～１０頁参照)
　（１）スペインの財政・金融状況は、PIIGSとして括られるほど悪い訳ではない。スペイン国債の市

場における評価は、スペイン自身の経済ファンダメンタルズよりは、ユーロ危機全体の煽りを受け

た面強し。
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　（２）サパテロ首相の危機到来の認識が遅れたことにより、対策の策定・実施が遅れ、また、当初の

財政出動（ばらまき支出等もあり）により、財政赤字が悪化したのは事実だが、２０１０年に入り、

国債市場における資金調達の問題に直面したことにより、２０１３年におけるＥＵ安定化目標の

達成に向け、財政赤字削減、金融機関の整理、経済構造改革に本格的に対処し始めた。

この結果、（ア）財政赤字については、２０１１年６％、１２年４．４％、１３年３％、達成と

の予測を打ち出し、（イ）金融機関については、真摯なストレステストを実施するとともに、不良

債権を抱え、ガバナンスに問題のあるカハ（地方信用金庫の類）を４５行から１５行に整理、強化

した。（スペインの金融機関は２重構造で、もう一方の大手民間銀行は、国際的にも強い競争力あ

り。資料３・４頁参照。）

⇒　以降、国債の市場消化は順調に推移。

（３）また、そもそもユーロ危機の本質は、経済危機と言うよりも政治危機。

←　ユーロ圏全体の公共財政及び対外収支は、米国、英国や日本よりも均衡している。

←　単一通貨ユーロの基盤となる経済・財政政策の統合がマーストリッヒ条約以降実

質的な進展を見せていない。（ユーロに対する信認の潜在的・政治的脆弱性）

（４）ラホイ政権とその経済改革措置（資料１２、１６～１８参照）

　（ア）財政赤字是正勅令法及び 2011・12年政府予算支出不能宣言合意（11.12.30.閣議決

　　　定）（資料１７頁参照）

（イ）労働市場改革（12.02.10.勅令法閣議決定、03.08.議会追認）（資料１３～１５）

①企業内雇用調整（配置転換、賃金等労働条件等）の柔軟化

②労使契約における企業レベル（分野や職種ではなく）の優先

③企業の事情による解雇の明確化と事前行政許可の廃止

　　④無期雇用の奨励と短期雇用の減少（不当解雇の補償額を勤続１年当たり３３日分、最高２４

カ月に減少（現行：４５日分・最高４２カ月）、正当解雇の概念を導入し、２０日分・最高

１２か月とした上、正当事由を明定。）

5 個人・中小企業向けの新無期雇用契約の導入（最長１年の試用期間、各種奨励措置）

6 職業訓練の各種奨励措置（訓練契約の導入等）

　（ウ）行政機構の均衡予算及び財政基盤の確保に関する組織法案（３月２日議会提出閣議決定）

　　　　昨年８月PSOE・PP合意の下、議会で採択された憲法第１３５条修正の実施法案で、EUの

財政規律合意を実施するためのものでもある。（国、自治州及び市町村の全行政機関に適

用。）

　　　　　※公共債務をGDPの６０％以下とする。

　　　　　※すべてのレベルの行政機関は均衡又は黒字予算を編成する。

　　　　　※構造改革を実施する場合には、GDPの０．４％の構造赤字は可。

　　　　　※２０２０年までの経過措置あり。

　（エ）金融分野の強化に関する勅令法

　（オ）国営企業・財団改革

　（カ）
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５．日西関係の幅の拡大の追求

　　　（１１年９月、サパテロ首相の訪日。日・EU・EPA支持表明等）

　（１）科学技術面における協力拡大（日西科技協定の交渉開始から発効）

　　　　　今後の両国間経済関係の発展の基盤造りと学術・研究協力の刺激。

（２）経済面

　低賃金を奇貨とする日本の製造業の対西投資を主とする経済関係の発展の限界。

⇒　新たな協力分野の開拓。（資料２３、２４参照）

※先端技術・イノベーション関連分野における企業間協力（政府間で支援）

　※第三国における企業間協力（政府間で支援）

（インフラ輸出分野については、競合の可能性あり。）

　（３）安全保障面における関係の構築

　　　１）防衛・国防省（自衛隊・西軍）間の交流

　　　２）武器輸出３原則の緩和を踏まえ、日西両国の防衛産業間の関係構築。

　　　３）安全保障分野における情報・意見交換の拡充

　（４）教育・大学交流の組織化

　　　　　日西両国の留学生、教員、研究者の交流・共同研究等は、散発的、かつ、関係者

の関心だけに依っている現状を改善し、例えば、両国大学学長間等の関係の組織化

や学位相互認定の簡素化・拡大を図ることが肝要である。特に、将来を担う若者の

相互交流が日西間では希薄な現状においては、早急に措置する必要がある。（スペイ

ン側関係者（スペイン大学協会等）は、前向き。）

　（５）地方に対する日西交流・協力の働きかけ

　　　　　スペインの地方分権は、（ある意味ではドイツよりも）進んでいるので、地方に

対する直接の働きかけが重要。

　（６）日西協力に携る日本側関係者の幅を広げる。

　（７）東日本大震災に関する対応

　　　　　大震災における日本人及び日本社会の対応につき、スペインにおいても感嘆をも

って評価された。（資料２０頁参照。）

⇒　かかる日本再評価を活用することが、今後重要。

６．「日本におけるスペイン年」と「支倉使節団訪西４００周年行事」（２０１３年秋～１４年春）

　　　サパテロ首相訪日時に、スペインが「日本におけるスペイン年」開催を打ち上げる。その後、日

本側がこれに呼応して「支倉使節団訪西４００周年行事」を計画中。

　　　日西関係に新たな弾みをつける好機。
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